
（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 74,954 流動負債 57,727

現金及び預金 3,048 短期借入金 52,023

営業貸付金 71,536 1年内返済予定の長期借入金 1,451

前払費用 23 未払金 61

未収収益 148 未払費用 302

その他 217 前受金 1

貸倒引当金 △18 前受収益 4

固定資産 162 預り金 724

有形固定資産 5 預り保証金 2,747

建物 9 未払法人税等 336

工具、器具及び備品 4 賞与引当金 59

その他 0 その他 13

減価償却累計額 △7 固定負債 9,923

無形固定資産 87 長期借入金 9,908

ソフトウェア 87 退職給付引当金 14

負債合計 67,650

投資その他の資産 69 （純資産の部）

出資金 10 株主資本 7,467

繰延税金資産 46 資本金 101

その他 13 利益剰余金 7,366

利益準備金 12

その他利益剰余金 7,354

繰越利益剰余金 7,354

純資産合計 7,467

資産合計 75,117 負債・純資産合計 75,117

（注）記載金額は百万円未満を切捨して表示しております。

 貸借対照表 
2025年9月30日現在



（単位：百万円）

科目 金額

営業収益 4,379

営業貸付金利息 3,225

受取手数料 1,153

営業費用 2,375

   　金融費用

支払利息 1,077

支払手数料 336

その他 74

その他の営業費用 886

営業利益 2,003

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 0

為替差益 9

その他 0 10

営業外費用

債権譲渡損 45

その他 0 45

経常利益 1,969

特別損失

固定資産除却損 1 1

税引前当期純利益 1,967

法人税、住民税及び事業税 604

法人税等調整額 △0 603

当期純利益 1,364

（注）記載金額は百万円未満を切捨して表示しております。

 損益計算書 
自　　2024年10月1日

至　　2025年9月30日



【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①デリバティブ

時価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　 定率法を採用しております。

ただし、2016年4月1日以降に取得した建物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物 15年

工具、器具及び備品 2年～20年

②無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。

（3）引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率及び会計上の見積りに関する注記に

記載の方針により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

②賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職金の支払いに備えるため、退職金規定に基づく当期末要支給額の100％を計上しております。

（4）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

ヘッジ会計の処理

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

【会計上の見積りに関する注記】

米国不動産担保貸出金の評価

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度の米国不動産担保貸出金に係る貸倒引当金の残高は、次のとおりです。

貸倒引当金　０百万円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

米国不動産担保貸出金に係る貸倒引当金については、債権額から担保の処分可能見込額を

控除し、その残額に対して将来の損失見込額を算出して計上しております。

②主要な仮定

見積り及びその基礎となる仮定は、米国住宅不動産流通市況及び過去の経験等に基づいており、

継続して見直ししております。米国住宅不動産流通市況については、底堅い需要が継続するものと

見込んでおります。なお、特に重要な会計上の見積り項目に関する仮定は以下の通りです。

担保の処分見込額

米国不動産担保貸出金の担保の処分見込額の見積りは個別物件ごとに行っております。

担保の処分見込額の見積りは、外部評価額等に基づき米国住宅不動産流通市況等の影響を

考慮した価格としております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

当該主要な仮定は計算書類作成時点における最善の見積りに基づき決定しておりますが、

見積りと将来の結果が異なる可能性があります。将来における米国住宅不動産流通市況の影響により、

貸倒引当金の算定に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　個別注記表　



【貸借対照表に関する注記】

（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

営業貸付金 百万円

計 百万円

②担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 百万円

計 百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 百万円

短期金銭債務 百万円

(3) 財務制限条項

当社が締結している金銭消費貸借契約の一部には、親会社である株式会社オープンハウスグループの

連結貸借対照表及び連結損益計算書等より算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付されております。

【税効果会計に関する注記】

(1)繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 百万円

賞与引当金 百万円

退職給付引当金 百万円

貸倒引当金 百万円

その他 百万円

繰延税金資産合計 百万円

繰延税金資産の純額 百万円

【関連当事者との取引に関する注記】

(1)親会社

（単位：百万円）

(2)兄弟会社

（単位：百万円）

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

*1 資金の借入については、市場金利を勘案し、利率を2.10％に設定しております。

*2 銀行借入に債務保証を受けたものであり、年率0.10%の保証料を支払っております。

*3 ㈱ｵｰﾌﾟﾝﾊｳｽ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄの顧客への貸付けに対し、保証金の差し入れを受けているものであります。

【１株当たり情報に関する注記】

１株当たり純資産額 7,467,574円13銭

１株当たり当期純利益 1,364,345円47銭

【重要な後発事象に関する注記】

該当事項はありません。
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